
データヘルス計画
第3期計画書

最終更新日：令和 6 年 03 月 31 日
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STEP１-１ 基本情報
組合コード 27841
組合名称 住友重機械健康保険組合
形態 単一
業種 機械器具製造業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

15,029名
男性86.9%

（平均年齢44.3歳）*
女性13.1%

（平均年齢44歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 28,129名 -名 -名
適用事業所数 45ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

45ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

90‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 3 16 - - - -
保健師等 12 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 10,990 ∕ 14,455 ＝ 76.0 ％
被保険者 8,432 ∕ 10,134 ＝ 83.2 ％
被扶養者 2,558 ∕ 4,321 ＝ 59.2 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 699 ∕ 2,189 ＝ 31.9 ％
被保険者 698 ∕ 2,084 ＝ 33.5 ％
被扶養者 1 ∕ 105 ＝ 1.0 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 46,276 3,079 - - - -
特定保健指導事業費 22,339 1,486 - - - -
保健指導宣伝費 16,353 1,088 - - - -
疾病予防費 205,575 13,679 - - - -
体育奨励費 157 10 - - - -
直営保養所費 56,100 3,733 - - - -
その他 1,957 130 - - - -
　
小計　…a 348,757 23,206 0 - 0 -
経常支出合計　…b 10,214,869 679,677 - - - -
a/b×100 （%） 3.41 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

20 10 0 10 20
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 118人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 659人 25〜29 1,223

人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 1,402
人 35〜39 1,498

人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 1,371
人 45〜49 1,534

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,753
人 55〜59 1,536

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 1,179
人 65〜69 589人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人

70〜74 158人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 11人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 103人 25〜29 200人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 172人 35〜39 148人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 220人 45〜49 300人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 354人 55〜59 244人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 127人 65〜69 39人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 3人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 920人 5〜9 1,019

人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 1,020
人 15〜19 996人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人

20〜24 675人 25〜29 97人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 31人 35〜39 14人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 4人 45〜49 1人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 4人 55〜59 3人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 6人 65〜69 5人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 8人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 894人 5〜9 1,072

人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 992人 15〜19 949人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 582人 25〜29 186人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 367人 35〜39 580人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 605人 45〜49 759人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 970人 55〜59 741人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 571人 65〜69 259人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 108人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
事業所数が多めなうえ、拠点数が更に細分化されて、全国に点在している
被保険者の平均年齢が、比較的に高くなっている。
被保険者は男性が多い。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
事業所が多く拠点数が更に細分化され、全国に点在している。
被保険者の平均年齢が比較的高めとなっている。
特定保健指導ができている地区が限られている。
各種健診の受診後のフォロー体制の確立が課題。
心筋梗塞や脳卒中等の循環器疾患による入院が多く、労働力が損なわれている。

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌
　保健指導宣伝 　ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　後発医薬品切替促進
　疾病予防 　配偶者健診
　疾病予防 　生活習慣病健診
　疾病予防 　高齢者訪問指導
　疾病予防 　歯科対策
　疾病予防 　在宅がん検診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種費用補助
　疾病予防 　乳がん検診費用補助
　疾病予防 　子宮頸がん検診費用補助
事業主の取組
　1 　健康診査
　2 　健康診断事後措置に伴う個別指導
　3 　従業員支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（EPA）
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2 機関誌 健康情報発信及び健康意識の向上 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

- - - - - -

2 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 健康情報の発信及び健康意識の向上を図る為随時更新を行う 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

- - - - - -

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査
（被保険者） 対象者に対し特定健診の100％実施を目標とする。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 -

会社の健康診断と同時開催。
事業主と協力し、受診環境の整備およ
び未受診者に対する受診勧奨を徹底す
る

定期健診と同時受診のため受診率は高
い。

会社や委託先からのデータ受領の完全
実施が課題。 4

3 特定健康診査
（被扶養者） - 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 - 毎年5月に特定健診を提供する。 WEB申込の導入など利便性を拡大して

いる。
被扶養者の検診はある一定のところで
受診率は伸び悩む傾向にあるので、そ
れ以降の工夫が必要となる。

-

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導 特定保健指導の実施率を高める。
指導対象者が指導から卒業できるよう効果的な保健指導を提供する。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
-

被保険者・被扶養配偶者
WEBを用いて保家指導を実施。
任継等一部
対面や電話での保健指導を実施。

WEBでの面談を取り入れたことにより
時間と場所を選ばず面談の提供ができ
た。

WEB面談を定着させる。 -

保
健
指
導
宣
伝

7 後発医薬品切
替促進

紙通知もしくはICTを通した後発医薬品への切替促進案内を送付するこ
とで
医療費適正化を図る

全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 - 紙通知もしくはICTを通した後発医薬品

への切替促進案内を送付する
健康増進アプリを活用して手軽に案内
を閲覧できる環境を構築

健康増進アプリの加入者（閲覧可能者
）の増加を図る -

疾
病
予
防

- 配偶者健診 配偶者への人間ドック並の検診を提供し、病気の早期発見を目指す。 全て 男女
35
〜
70

被扶養
者,基準
該当者

- 毎年5月に案内を実施。 WEB申込を導入するなど申込しやすさ
を考慮。

被扶養者の検診はある一定のところで
受診率は伸び悩む傾向にあるので、そ
れ以降の工夫が必要となる。

-

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3 生活習慣病健
診

アウトプット　該当者への医療機関受診勧奨100％
アウトカム　　医療機関未受診者減少。

全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

- - 会社の定期健診と同時開催 同時実施であり受診率は高い 事業所や委託先からの受診者全員のデ
ータ受領がカギ。 -

4 高齢者訪問指
導 医療費適正化と納付金の低減 全て 男女

65
〜
74

- - 電話やICTを使用した面談を提供。 医療機関でいえないことなど相談でき
る体制を提供。 ある程度受診者が固定化されている。 -

3 歯科対策 経年での歯科未受診者（かつ生活習慣病リスクありの者）に対して歯
科受診勧奨を行うことで将来的な歯科医療費の削減を目標とする。 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 - 経年での歯科未受診者に対して歯科受

診勧奨を実施。
健康増進アプリ等を通じて勧奨を実施
。

未受診者の把握は健康増進アプリを用
いて効率的に実施予定。 -

3 在宅がん検診 癌の早期発見の為、受診率の向上を図る 全て 男女
18
〜
74

被保険
者,被扶

養者
- 加入者の対して毎年10月頃郵送でのが

ん検診を提供。
手軽に実施できる検診のため受診者は
比較的多い。 結果に基づく受診勧奨の実施が課題。 -

3,8
インフルエン
ザ予防接種費
用補助

インフルエンザ罹患者数を減少させて医療費削減を行う 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 -

インフルエンザ予防接種の受診者への
費用補助をおこない予防接種を受けや
すくし、重症化予防をおこなう。

WEBを用いた補助金申請なので簡単に
申請ができる。

申請を受け付ける際の事務作業の効率
化が課題。 -

3 乳がん検診費
用補助

乳がん検診の受診を増加させ、乳がんの早期発見と重症化を予防する
。 全て 女性

16
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 - 医療機関にて乳がん検診を受診した際

の費用補助を実施。
補助申込をWEB化することにより申込
者の利便性を高める。

補助実施のアナウンスを拡大し、広く
対象者の参加を求める。 -

3 子宮頸がん検
診費用補助

子宮頚がん検診に補助を出すことにより受診機会を増加させ、がんの
早期発見に努める。 全て -

-
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
- 医療機関で子宮頸がん検診を受診され

たかたへ補助を実施。
これまで郵送での検診を提供していた
が、医療機関受診の方がより正確な結
果を見込めるので補助に切り替えた。

費用補助実施を広めることが課題。 -

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

健康診査 定期健康診断 被保険者 男女
18
〜
65

受診者数　11,657名　
実施率　 　100%

勤務時間中の受診可
期間中の未受診者には、受診ﾌｫﾛｰを実施

全国に点在する地区ごとで実施期間が異なるた
め、異動者が対象外となる可能性がある 有

健康診断事後措置
に伴う個別指導 要精密検査、要治療者の検査結果の把握、生活習慣指導 被保険者 男女

18
〜
65

― 勤務時間中に産業保健職により指導可 対象者が減少しない 有

従業員支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
（EPA） 社員とその家族の心の健康をｻﾎﾟｰﾄ 被保険者

被扶養者 男女
-

〜
-

― 定期的に利用推奨案内を発信 利用者が少ない 有

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 被扶養者受診率 特定健診分析 ・27年度は65～69歳以外は前年より受診率下降

　特に40～44歳代で減少が大きい（前年比-7.1％）
・40代の受診率は高い。
・55歳以降は受診率が下がってくる→55歳代以上は通院（慢性疾患）の増
加で健診未受診者が増加するかもしれない。

イ 脳梗塞／心筋梗塞　リスクフローチャート 医療費・患者数分析 -

ウ 糖尿病リスクフローチャート 医療費・患者数分析 -

8



9



⾎圧測定実施者数

*3疾患治療の服薬あり *3疾患治療の服薬なし

*⾼⾎圧治療の服薬なし *⾼⾎圧治療の服薬あり

⾎圧

SBP＜130 &
DBP＜85mmHg

130≦SBP＜140
85≦DBP＜90

140≦SBP＜160
90≦DBP＜100

160≦SBP＜180
100≦DBP＜110

180≦SBP
110≦DBP

266 ⼈ 16.76 %

81 ⼈ 5.10 %

85 ⼈ 5.36 %

14 ⼈ 0.88 %

1 ⼈ 0.06 %

467 ⼈ 29.43 %

247 ⼈ 15.56 %

316 ⼈ 19.91 %

93 ⼈ 5.86 %

17 ⼈ 1.07 %

1,140 ⼈ 71.83 %447 ⼈ 28.17 %

6,738 ⼈ 80.94 %1,587 ⼈ 19.06 %

8,325 ⼈ 実施率 100.00 %

849 ⼈ 12.60 %

221 ⼈ 3.28 %

44 ⼈ 0.65 %

1,114 ⼈ 16.53 %

140≦SBPまたは90≦DBP

5,624 ⼈ 83.47 %

SBP＜140かつDBP＜90

121 ⼈ 2.15 %

特定保健指導終了者

78 ⼈ 1.39 %

43 ⼈ 0.76 %

5,503 ⼈ 97.85 %

特定保健指導未実施者

4,695 ⼈ 83.48 %

808 ⼈ 14.37 %

5,506 ⼈ 66.14 %

1,179 ⼈ 14.16 %

1,250 ⼈ 15.02 %

328 ⼈ 3.94 %

62 ⼈ 0.74 %

⾎圧 合計

強制      
本⼈家族︓本⼈家族計

*服薬あり/なしは、問診回答で判定
*3疾患治療の服薬ありは、糖尿病、⾼⾎圧症、脂質異常症
 いずれか1つ以上の治療薬の服薬ありを指す

2018/07/20 11:35:38 1ページ

2016年度 脳卒中／⼼筋梗塞・リスクフローチャート
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HbA1c実施者数

*3疾患治療の服薬あり *3疾患治療の服薬なし

*糖尿病治療の服薬なし *糖尿病治療の服薬あり

HbA1c数値

〜5.5%

5.6〜5.9%

6.0〜6.4%

6.5〜6.8%

6.9〜7.3%

7.4%〜

[再掲]8.4%〜

586 ⼈ 37.09 %

430 ⼈ 27.22 %

164 ⼈ 10.38 %

49 ⼈ 3.10 %

23 ⼈ 1.46 %

10 ⼈ 0.63 %

4 ⼈ 0.25 %

7 ⼈ 0.44 %

20 ⼈ 1.27 %

61 ⼈ 3.86 %

50 ⼈ 3.16 %

70 ⼈ 4.43 %

110 ⼈ 6.96 %

45 ⼈ 2.85 %

318 ⼈ 20.13 %1,262 ⼈ 79.87 %

6,711 ⼈ 80.94 %1,580 ⼈ 19.06 %

8,291 ⼈ 実施率 99.59 %

48 ⼈ 0.72 %

29 ⼈ 0.43 %

68 ⼈ 1.01 %

46 ⼈ 0.69 %

145 ⼈ 2.16 %

HbA1c 6.5%以上

6,566 ⼈ 97.84 %

HbA1c 6.4%以下

198 ⼈ 3.02 %

特定保健指導終了者

111 ⼈ 1.69 %

66 ⼈ 1.01 %

21 ⼈ 0.32 %

6,368 ⼈ 96.98 %

特定保健指導未実施者

4,146 ⼈ 63.14 %

1,873 ⼈ 28.53 %

349 ⼈ 5.32 %

4,850 ⼈ 58.50 %

2,389 ⼈ 28.81 %

595 ⼈ 7.18 %

147 ⼈ 1.77 %

122 ⼈ 1.47 %

188 ⼈ 2.27 %

95 ⼈ 1.15 %

HbA1c合計

強制      
本⼈家族︓本⼈家族計

*服薬あり/なしは、問診回答で判定
*3疾患治療の服薬ありは、糖尿病、⾼⾎圧症、脂質異常症
 いずれか1つ以上の治療薬の服薬ありを指す

2018/07/20 11:34:32 1ページ

2016年度 糖尿病・リスクフローチャート
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

本人受診率は、比較データのものに比べ同水準か若干下回っている。年齢別
では健保連のものが、高齢者が漸減傾向にあるのに対し、ほぼ平均並みの水
準を維持している。
家族の受診率は、比較データのものをやや上回っている。年齢別にみると、
加齢とともに受診率は減少している

 対策の方向性 優先すべき課題
1 
ア
本人受診率は、比較データのものに比べ同水準か若干下回っている。年
齢別では健保連のものが、高齢者が漸減傾向にあるのに対し、ほぼ平均
並みの水準を維持している。
家族の受診率は、比較データのものをやや上回っている。年齢別にみる
と、加齢とともに受診率は減少している。
本人については、実態の受診率は概ね100%に近い状況にあるので、こ
の状況を維持していきたい。
家族については、受診率向上のため、関心を持たせる工夫や受診勧奨を
検討したい。
なお、統計上の問題については、精度を上げることを目指したい



基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

ア

12



STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌
　保健指導宣伝 　ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　後発医薬品切替促進
　保健指導宣伝 　ICTによる情報提供・意識行動変容に向けたイベント展開
　疾病予防 　配偶者健診
　疾病予防 　生活習慣病健診
　疾病予防 　高齢者訪問指導
　疾病予防 　歯科対策
　疾病予防 　在宅がん検診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種費用補助
　疾病予防 　乳がん検診費用補助
　疾病予防 　子宮頸がん検診費用補助
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
要医療者への受診勧奨実施
特定健診・特定保健指導の受診率向上

事業全体の目標
要医療者への受診勧奨（糖尿病性腎症等）の実施 を目標とする
特定健診受診率90％、特定保健指導受診率55％を目標とする

13



職場環境の整備
加入者への意識づけ

- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2 既
存 機関誌 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス - シ -

健康情報発信及び健康意
識の向上を目的に発行す
る

健康情報発信及び健康意
識の向上を目的に発行す
る

健康情報発信及び健康意
識の向上を目的に発行す
る

健康情報発信及び健康意
識の向上を目的に発行す
る

健康情報発信及び健康意
識の向上を目的に発行す
る

健康情報発信及び健康意
識の向上を目的に発行す
る

健康情報発信及び健康意識の向上 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

発行回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 情報発信なので数値管理が難しいため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

2 既
存 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス - シ - 【目的】健康情報の発信

及び健康意識の向上
【目的】健康情報の発信
及び健康意識の向上

【目的】健康情報の発信
及び健康意識の向上

【目的】健康情報の発信
及び健康意識の向上

【目的】健康情報の発信
及び健康意識の向上

【目的】健康情報の発信
及び健康意識の向上

健康情報の発信及び健康意識の向上を図る
為随時更新を行う 該当なし

利用案内率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)-

情報発信の為アウトカムを設定するのが難しい為
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ３ ケ,サ

被保険者　会社が行う定
期健康診断と共同で実施
。
被扶養者・任継　契約医
療機関で実施。

ア,カ,ク 健保担当、事業主担当、
委託先

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

事業主と協力し、受診環
境の整備および未受診者
に対する受診勧奨を徹底
する

健康状態見把握者を減少させることでリス
ク者の状況を把握し、適切な改善介入に繋
げるための基盤を構築する

本人受診率は、比較データのもの
に比べ同水準か若干下回っている
。年齢別では健保連のものが、高
齢者が漸減傾向にあるのに対し、
ほぼ平均並みの水準を維持してい
る。
家族の受診率は、比較データのも
のをやや上回っている。年齢別に
みると、加齢とともに受診率は減
少している

特定健診実施率(【実績値】90％　【目標値】令和6年度：91％　令和7年度：92％　令和8年度：93％　令和9年度：94％　令和10年度：95％　令和11年度：96％)
　　 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：15％　令和7年度：14％　令和8年度：13％　令和9年度：12％　令和10年度：11％　令和11年度：10％)-

- - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者,任意
継続者

１ ケ - カ,ク - 未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

健康状態未把握者を減少させることでリス
ク者の把握状況を強め、適切な改善介入に
繋げるための基盤を構築する

本人受診率は、比較データのもの
に比べ同水準か若干下回っている
。年齢別では健保連のものが、高
齢者が漸減傾向にあるのに対し、
ほぼ平均並みの水準を維持してい
る。
家族の受診率は、比較データのも
のをやや上回っている。年齢別に
みると、加齢とともに受診率は減
少している

特定健診実施率(【実績値】53％　【目標値】令和6年度：55％　令和7年度：56％　令和8年度：57％　令和9年度：58％　令和10年度：59％　令和11年度：60％)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：15％　令和7年度：14％　令和8年度：13％　令和9年度：12％　令和10年度：11％　令和11年度：10％)-
- - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ オ,ク,ケ,サ - ア,ウ,カ -

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

保健指導実施率の向上および対象者割合の
減少 該当なし

特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：30％　令和7年度：35％　令和8年度：40％　令和9年度：45％　令和10年度：50％　令和11年度：55％)
- 特定保健指導対象者割合(【実績値】20％　【目標値】令和6年度：19％　令和7年度：18％　令和8年度：17％　令和9年度：16％　令和10年度：15％　令和11年度：14％)-

- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

7 既
存

後発医薬品切
替促進 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ キ,ク - カ -

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

紙通知もしくはICTを通し
た後発医薬品への切替促
進案内を送付する

後発医薬品への切替を推奨し、医療費支出
を抑制する 該当なし

対象者への通知実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和1
1年度：100％)- 後発品数量比率(【実績値】80％　【目標値】令和6年度：81％　令和7年度：82％　令和8年度：83％　令和9年度：84％　令和10年度：85％　令和11年度：86％)-

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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- - - - - -

2 既
存

ICTによる情報
提供・意識行
動変容に向け
たイベント展
開

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,その

他
１ ア,エ,ケ - ア -

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別の情報提供やインセ
ンティブを活用した健康
イベントを展開する

個別化された情報提供により健康課題を自
分ごと化し、行動変容（継続）を促すこと
で生活習慣良好者を増加させる

本人受診率は、比較データのもの
に比べ同水準か若干下回っている
。年齢別では健保連のものが、高
齢者が漸減傾向にあるのに対し、
ほぼ平均並みの水準を維持してい
る。
家族の受診率は、比較データのも
のをやや上回っている。年齢別に
みると、加齢とともに受診率は減
少している

利用案内率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)- 登録率(【実績値】46.3％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：55％　令和8年度：60％　令和9年度：65％　令和10年度：70％　令和11年度：75％)健康増進アプリの登録者の増加

- - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存 配偶者健診 全て 女性

35
〜
70

被扶養
者,任意
継続者

１ ケ - カ,ク - 未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

健康状態未把握者を減少させることでリス
ク者の把握状況を強め、適切な改善介入に
繋げるための基盤を構築する

本人受診率は、比較データのもの
に比べ同水準か若干下回っている
。年齢別では健保連のものが、高
齢者が漸減傾向にあるのに対し、
ほぼ平均並みの水準を維持してい
る。
家族の受診率は、比較データのも
のをやや上回っている。年齢別に
みると、加齢とともに受診率は減
少している

受診率(【実績値】55％　【目標値】令和6年度：55％　令和7年度：56％　令和8年度：57％　令和9年度：58％　令和10年度：59％　令和11年度：60％)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：15％　令和7年度：14％　令和8年度：13％　令和9年度：12％　令和10年度：11％　令和11年度：10％)-
- - - - - -

3 既
存

生活習慣病健
診 全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ イ,エ,オ,キ

,サ - ア - 会社の定期健診と同時開
催

会社の定期健診と同時開
催

会社の定期健診と同時開
催

会社の定期健診と同時開
催

会社の定期健診と同時開
催

会社の定期健診と同時開
催

アウトプット　該当者への医療機関受診勧
奨100％
アウトカム　　医療機関未受診者減少。

本人受診率は、比較データのもの
に比べ同水準か若干下回っている
。年齢別では健保連のものが、高
齢者が漸減傾向にあるのに対し、
ほぼ平均並みの水準を維持してい
る。
家族の受診率は、比較データのも
のをやや上回っている。年齢別に
みると、加齢とともに受診率は減
少している

受診勧奨率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：60％　令和8年度：70％　令和9年度：80％　令和10年度：90％　令和11年度：100％)要医療
者への受診勧奨を実施 受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：95％　令和7年度：96％　令和8年度：97％　令和9年度：98％　令和10年度：99％　令和11年度：100％)-

- - - - - -

4 既
存

高齢者訪問指
導 全て 男女

65
〜
74

基準該
当者 １ イ,ク,ケ - ウ -

60歳以上の加入者を対象
とし、電話や対面等での
面談を実施し、適正な保
険給付の実施を目指す。

60歳以上の加入者を対象
とし、電話や対面等での
面談を実施し、適正な保
険給付の実施を目指す。

60歳以上の加入者を対象
とし、電話や対面等での
面談を実施し、適正な保
険給付の実施を目指す。

60歳以上の加入者を対象
とし、電話や対面等での
面談を実施し、適正な保
険給付の実施を目指す。

60歳以上の加入者を対象
とし、電話や対面等での
面談を実施し、適正な保
険給付の実施を目指す。

60歳以上の加入者を対象
とし、電話や対面等での
面談を実施し、適正な保
険給付の実施を目指す。

医療費適正化と納付金の低減 該当なし

指導者人数(【実績値】100人　【目標値】令和6年度：110人　令和7年度：120人　令和8年度：130人　令和9年度：140人　令和10年度：150人　令和11年度：15
0人)対象者　150名(延べ300回) 指導者人数(【実績値】100人　【目標値】令和6年度：110人　令和7年度：120人　令和8年度：130人　令和9年度：140人　令和10年度：150人　令和11年度：150人)-

- - - - - -

4 新
規 歯科対策 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,キ,ク - ウ -

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

定期的な歯科受診を促すことで将来的な重
度症状の発症を予防 該当なし

受診勧奨通知後の受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：22％　令和8年度：24％　令和9年度：26％　令和10年度：28％　令和11年度：3
0％)- 歯科受診率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：52％　令和8年度：54％　令和9年度：56％　令和10年度：58％　令和11年度：60％)-

- - - - - -

3 既
存 在宅がん検診 全て 男女

18
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ケ - ク - 郵送検診（肺門部肺がん

・大腸がん）を実施。
郵送検診（肺門部肺がん
・大腸がん）を実施。

郵送検診（肺門部肺がん
・大腸がん）を実施。

郵送検診（肺門部肺がん
・大腸がん）を実施。

郵送検診（肺門部肺がん
・大腸がん）を実施。

郵送検診（肺門部肺がん
・大腸がん）を実施。

がんの早期発見および早期治療により、重
症化および医療費の増加を抑制する 該当なし

利用案内率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)- 受診人数(【実績値】1,772人　【目標値】令和6年度：1,800人　令和7年度：1,850人　令和8年度：1,900人　令和9年度：1,950人　令和10年度：2,000人　令和11年度：2,050人)-

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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8 既
存

インフルエン
ザ予防接種費
用補助

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス - シ -

インフルエンザ予防接種
申請をWEB化することで
利便性を向上させ、申請
者の増加を図る

インフルエンザ予防接種
申請をWEB化することで
利便性を向上させ、申請
者の増加を図る

インフルエンザ予防接種
申請をWEB化することで
利便性を向上させ、申請
者の増加を図る

インフルエンザ予防接種
申請をWEB化することで
利便性を向上させ、申請
者の増加を図る

インフルエンザ予防接種
申請をWEB化することで
利便性を向上させ、申請
者の増加を図る

インフルエンザ予防接種
申請をWEB化することで
利便性を向上させ、申請
者の増加を図る

予防接種を受けることによりインフルエン
ザの感染と重症化の予防を図る 該当なし

事業実施回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 予防接種数(【実績値】5,900人　【目標値】令和6年度：5,950人　令和7年度：6,000人　令和8年度：6,050人　令和9年度：6,100人　令和10年度：6,150人　令和11年度：6,200人)-
- - - - - -

3 既
存

乳がん検診費
用補助 全て 女性

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
１ ス - シ -

乳がん検診費用補助申請
をWEB化することで利便
性を向上させ、申請者の
増加を図る

乳がん検診費用補助申請
をWEB化することで利便
性を向上させ、申請者の
増加を図る

乳がん検診費用補助申請
をWEB化することで利便
性を向上させ、申請者の
増加を図る

乳がん検診費用補助申請
をWEB化することで利便
性を向上させ、申請者の
増加を図る

乳がん検診費用補助申請
をWEB化することで利便
性を向上させ、申請者の
増加を図る

乳がん検診費用補助申請
をWEB化することで利便
性を向上させ、申請者の
増加を図る

乳がん検診の受診を増加させ、乳がんの早
期発見と重症化を予防する。 該当なし

事業実施回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 受診者数(【実績値】190人　【目標値】令和6年度：250人　令和7年度：300人　令和8年度：350人　令和9年度：400人　令和10年度：450人　令和11年度：500人)-
- - - - - -

3 新
規

子宮頸がん検
診費用補助 全て 女性

35
〜（

上
限
な
し）

被保険
者,被扶

養者
１ ス - シ -

子宮頸がん検診申請をWE
B化することで利便性を向
上させ、申請者の増加を
図る

子宮頸がん検診申請をWE
B化することで利便性を向
上させ、申請者の増加を
図る

子宮頸がん検診申請をWE
B化することで利便性を向
上させ、申請者の増加を
図る

子宮頸がん検診申請をWE
B化することで利便性を向
上させ、申請者の増加を
図る

子宮頸がん検診申請をWE
B化することで利便性を向
上させ、申請者の増加を
図る

子宮頸がん検診申請をWE
B化することで利便性を向
上させ、申請者の増加を
図る

子宮頸がん検診の受診を増加させ、子宮頸
がんの早期発見と重症化を予防する。 該当なし

事業実施回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 受診者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：250人　令和7年度：300人　令和8年度：350人　令和9年度：400人　令和10年度：450人　令和11年度：500人)-

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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